
事業内容概略図（事業開始時）

　　市民後見人と市社協・専門職

　後見人を複数で後見人に選任

  

　 協力

市民後見人養成事業・
市民後見人バンク（仮）の
管理委託

※　基礎研修・実務研修については内容未定のため、平成２４年３月２７日付け厚労省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室通知における例示カリキュラムとしている。

広 島 市

・ 市民後見人の養成及び市民後見人

バンクの管理事業の実施主体。

広 島 市 社 会 福 祉 協 議 会

・委託事業（市民後見人の養成・管理事業）の実施
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基礎研修

（座学中心）

・市民後見人概論

・対象者理解

・成年後見制度の基礎

・民法の基礎

・関係制度・法律

・市民後見活動の実際

※ 計２１単位

（１，２６０分）

実践研修

（実務）

・対人援助の基礎

・体験実習

・家庭裁判所の役割

・成年後見の実務

・課題演習

・レポート作成

・市町村の現状

※ 計２９単位
（１，０８０分＋α分）

三 士 会 （ 弁 護 士 会 、 司 法 書 士 会 、 社 会 福 祉 士 会 ）や 行 政 書 士 会 等

選 考 委 員 会 （仮）

・ 基礎研修受講者のうち実践研修を受講する者、また実践研修受講者のうち市民後見人バンクへの登録者を選考。

・ （家裁から市民後見人の推薦依頼があった場合に、）市民後見人として推薦する者を選定。

・基礎研修、実践研修を終えた一般市民のうち、

選考を通過した者を登録する。

・バンク登録者は、日常的に権利擁護活動に

関わってもらい、能力の維持・向上を図る。

市民後見人バンク(仮)

応募 選考 選考 市民後見人として推薦する者を選定

専門職又は市社協はセットで

後見人に就任

バンクに対して推薦依頼

※ 家裁の推薦のみが

契機になるかは要検討

相談

アドバイス

＆フォロー

ケースごと独立

単独受任

単独で後見人として選任
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バンク

登録者

専門職・社協法人後見

との複数後見で受任

サポート・フォロー

・ 単独受任した市民後見人の実務上の相談に応じる。

※ 受任ケースで紛争等が発生した場合に、速やかに

専門職へ引き継ぎできる体制を整える。

資料２－１

⑴ 事業開始時

家庭裁判所は、専門職か市社協（法人）と、研修を終えた市民を複数で後見人

に選任する。

⑵ 事業開始時から一定期間経過時

受任当初の財産整理等が終了し、後見活動が落ち着いた時点で、専門職後見人

が辞任する。

※ 専門職は、辞任後も、後見活動の相談等を受け、市民後見人をサポートする。

家 庭 裁 判 所

・ 市民後見人養成事業への協力（講師等）。

・ 市民後見人を、後見人として選任。


